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H27 甲府市議会決算特別委員会 

総括質問・答弁全文 

決算特別委員会での会派公明党としての総括質問

を行わせて頂きます。私自身は総括質問が初でござい

ますので、どうか宜しくお願いを致します。 

日頃から住民福祉を最優先に進めるため、市長さん

を先頭に職員の皆さんを始め、業務、責務を果たして

いくことを目指し、我々議員も同じように進めている

訳でございますが、その中でも、ともすると我々議員

は、歳出に多く目を向けがちなきらいが有ります。 

質問は大きく分け「歳入を中心にした歳出」につい

て、次に家庭で言う処の「貯金」「借金」と言う部分

について順次質問を進めさせて頂きたいと思います。 

当局と対である、二元代表制の議会側としての立場

で、総括的な市財政歳入を中心に質問を行い、個々の

歳出についての質問などは、後ほど款項節目で改めて

重点的に行っていきたいと思いますので、どうか宜し

くお願いを致します。 
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＜ 収納体制について ＞ 

当該 27 年度決算に関わる国の景気概況について。

始めに内閣府より発表された、景気判断動向に拠り、

これに関わる当該年度の経済状況等の再確認をして

いきたいと思います。 

H27 年初頭は、家計や企業における前向きな動き

がより明らかで、1～3 月期の実質 GDP は、民需が  

そろって増加、四半期連続でプラス成長となりました。 

4 月以降も、景気の回復基調が続いており、個人消

費は、雇用・所得環境の改善傾向を背景に、家計部門

の支出についても、駆け込み需要の反動減の局面を脱

し、総じて持ち直しに向かいました。 

このように我が国の経済は、好循環の動きが続く中、

およそ四半世紀ぶりの良好な経済状況に達しており、

消費税率引上げの反動では大きく変動しましたが、 

そうした影響も乗り越え、景気は緩やかな回復基調で

現在も続いております。 

この様な経済状況のなかでの、本市の 27 年度一般
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会計歳入総額は 74,165,394,926 円で、前 26 年度  

より増えて 9 億 5 千 6 百万円余 1.3％増であります。 

しかし国全体の回復基調の中での、本市自主財源は、

前年度比で—2.9％、自治体体力である歳入の自主財源

根幹を成すH27年度市税収入は 28,916,767,000円で、

対前年度では —123,154,000 円、増減比は 0.4 ポイ

ント下回り、対歳入総額に占める割合も前々年の 25

年度の 40.1％から徐々に下がり、26 年度は 39.7％、

本 H27年度決算では更に 0.7 ポイント下がり、39.0％

と、連続下降状態が続いています。 

次に市税収納率についてみてみると、全体収納率は

0.84 ポイント増しで、固定資産税の収納率も 25 年度

から毎年約 1 ポイント上昇をしております。率から

みれば、ご努力されていることを承知できますが、 

収入済額が 25、26 年で一旦増えたものの、今期 27

年度収納額においては評価替えなどの影響も受け、    

2 億 9 千 6 百万余の固定資産税減や都市計画税など、

大幅な収入減額が発生しています。 
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そこで質問します、市税全体収納については不断の

努力の兆しが見えている状況ではありますが、収納率

が全国平均を下回ること、固定資産税などの収入済額

が大きく減していることから、収納体制の改善も含め、

27 年度決算をどのように総括されるのか、お示しく

ださい。 

 

＜ H27 年度決算の総括について ＞ 

それでは続けて次に、歳入を中心に、大きなファク

ターを占める歳出を見て、決算全体について、お聞き

したいと思います。 

歳入に対する歳出においては、義務的経費のうち、

一部の扶助費は、現在突出して多くなっています。 

事務配分により国に大方の 3/4 以上を着け回せても、

総体数増加が財源確保減少に繋がり、将来の本市財源

にとって大きな財政上のインパクトを与えるものだ

と思います。これは対象者への根本的な対応策を中心

に対策措置の推進が必要だと考えます。 
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また扶助費増加と共に、今後市財政を圧迫すること

が懸念される、公共施設等の更新等費用の見通しにつ

いては、甲府市公共施設等総合管理計画に示されてい

る更新改修費の試算の通りであり、 

昭和 40 年代後半から整備されてきた公共施設、 

インフラ資産の老朽化対策については、対応年数から

一気に更新、改修時期を迎え、現状の市税額での必要

な財源確保では、今後は更に厳しい財政運営を強いら

れて行くものと考えます。 

現在目に見えている更新に於いては、建設中の新規

施設整備である、甲府・峡東地区ゴミ処理施設の組合

負担等見込み額が 38 億 4460 万円余と大きく占めて

おり、H26 年度からは 28 億 8 千万余の増額です。 

今後も引き続きの将来財政運営の厳しさを示す 

証左として、27 年度決算に於いても将来負担比率の

押し上げ要因となっております。 

更に今稼働している既存焼却場の解体費用など、 

本 27 年度から続く将来負担予測からも、歳入増に向
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けての政策立案で、歳出の負担に耐えられる財源確保

の必要性に迫られているものだと考えます。 

これ等について本市の現状対応はどうかを見ると、

財源を俯瞰的に見据え、投資的経費にしか使えない 

地方債に対し、どの財源にも使え、償還条件の有利な

臨時財政対策債の H26 年度が 37 億 1 千万円余、H27

年度は 36 億 4 千万円余と毎年上限枠一杯で計上され

ていることでも、当局の対応対処の苦労が推測されま

す。 

此処からも本市にとっての自主財源の積極的確保

と、これに資する、新たな政策が必要だと考えます。 

そこで質問します。以上のような諸条件のなかを、

ご努力され、質の高い行政サービスを提供し、非常に

厳しい行財政運営を進めて来られているなかにおい

て、平成２７年度の決算については、どのように総括

をされるか、お伺いいたします。 
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○樋口甲府市長・答弁 

平成 27 年度の日本経済は、これまでの経済政策に

加え、「一億総活躍社会の実現に向けて緊急にすべき

対策」等の校歌により、景気は緩やかな回復がみられ

ました。 

一方、地方に於いては、国の経済政策の効果が徐々

に現れ始めているものの、十分には行き渡っていない

状況で有りました。 

こうした中、本市の平成 27 年度の決算につきまし

ては、個人・法人市民税は増収となったものの、評価

替えに伴う固定資産税の減収などにより、市税全体で

は、対前年度 1 億 2 千万円余の減収となりましたが、

地方消費税交付金におきまして、消費税率の引き上げ

分の平年度化により、対前年度 15 億 6 千万円余の増

額となるなど、歳入全体では、9 億 5 千万円余の増額

となったところであります。 

しかし、歳出におきまして、保育所や認定こども園

などへの運営給付費や自立支援費などの扶助費及び
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公債費などの義務的経費の増加に加え、教育施設等公

共施設の老朽化対策に要する経緯などにより、歳出全

体では、対前年度 14 億円余の大幅な増額となったこ

とから、大変厳しい財政運営でありました。 

こうした状況の中、内部管理経費等の更なる削減や

前年度繰越金や基金の効果的活用など、市民生活に直

結する事業に影響することの無いよう、予算の効率

的・効果的な執行に努めてまいりました。 

また、空き店舗の解消や活性化に向けた取組、地場

産業における甲府ブランドの認定、販路拡大への支援、

更には、移住・定住コンシェルジュ、配置による受け

入れ態勢など、「稼ぐまち甲府」の実現に向けた取組

等による将来に向けての財源確保にも意を注いでき

たところであります。 

今後におきましても、行財政改革を継続的に推進し

て行くとともに、効果的な行財政運営を図るなかで、

安定的な財政基盤強化に努め、健全な財政運営を行っ

て参ります。 
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○曽雌芳典 税務統括監・答弁 

 平成27年度決算に於ける市税収入の総額は、289

億 1676 万円余となり、予算現額を約 4 億 7037 万円

上回る結果となりました。 

まず、市税の現年度調定額についてであります。 

個人市民税につきましては、総所得金額の上昇等に

より、前年度に比べ 2.37％の増、法人市民税につき

ましては、金融・保険・電気・ガス事業等の業績が、

好調であったことを、前年度に比べ 1.92％の増とな

りました。 

一方、固定資産税及び都市計画税は、土地の地価の

下落や、家屋の評価替えによる減価に伴い前年度に比

べ、それぞれ、2.46％、2.76％の増となり、市たばこ

税につきましては、健康志向の高まりにより、2.70％

の減となったところであります。 

次に、収納率につきましては、現年度課税分は、

98.04％、滞納繰越分は、22.3％、全体では 92.37％

となり、前年度に比べ 2.84 ポイント増加いたしまし
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た。 

市税の収納率につきましては、バブル景気の崩壊を

契機として、平成 16 年度に 82.63％まで急落したと

ころでありますが、ここ 10 年余りで 10 ポイント近

く改善しております。 

こうした収納率の向上を図る取組として、平成 27

年度は、給与所得の特別徴収への切り替えを推進した

ほか、「市税徴収対策アクションプランニング」の基

づき、口座振替やコンビニ収納など、納税者のライフ

スタイルに合わせた納税方法の周知・拡大や、各種広

報媒体を利用した納税意識の向上、さらには、滞納の

未然防止に向けた、税務部全職員による電話催告や臨

戸徴収の実施など、総合的な滞納縮減対策を講じたと

ころであります。 

また、滞納整理に当たりましては、適正な債権管理

の観点から、十分な財産調査と実態調査を行い、滞納

者の実情を把握する中で、高額滞納案件の解消に向け、

新たに特別滞納整理班を編成し、収納体制の強化を図
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ったところであります。 

今後におきましても、市税は、本市歳入の大宗をな

す貴重な財源でありますことから、一層の収納率向上

に努めてまいります。 
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○佐野弘仁 再質問 要望 

27 年度決算総括について、市長より詳細な  

ご答弁をありがとうございました。 

今 H27 年度、歳入総額は増加であり、自主財源の

根幹を成す個人法人市民税が前年度比で1.9％増の増

収。景気回復も手伝い、このままで行けば全額増収で

ありましたが、先ほどの通り固定資産税、都市計画税

は件の通り、評価替えなどの影響を受け 3 億円余の

大幅な減収でありました。 

この様な厳しい財政状況の中でも施策・事業の取捨

選択で、私も過去発言し、先ほどの当局ご答弁にもあ

りました、昨 11 月より開始の空き店舗対策、甲府ブ

ランド 6 種などの構築や、甲府市監査委員からも審

査意見書の「むすび」で評価を戴いた効果的な施策と

しての、自治会街路灯の LED 化の一層の推進、耐震

診断及び耐震改修の推進、すこやか子育て医療費助成

制度の対象年齢の拡大など、市民福祉や、中長期的な

視野に立った都市基盤整備などの計画と実施で、この



14 

 

様な厳しい状況でも効果的な事業展開を図ることが

できたことは歳入歳出決算の基金運用状況の数値を

見る限り、これ以上や以下でも無く、評価できること

であります。 

今後も厳しい行財政運営を強いられると思います

が、まずは自主財源の積極的確保と、これに資する、

新たな政策を立案し、この歳入増に向け、歳出の負担

に耐えられる財源確保を行って頂き、市民福祉に向け

た政策をより一層推進して戴きたいことを強く要望

します。 

また、収納についても詳細なご答弁ありがとうござ

いました。収納を上げるため「市税徴収対策アクショ

ンプラン」にて総合的な滞納縮減対策と共に、特別滞

納整理班を編成され収納体制の強化を図られている

事、了解しました。本市の早期収納確保の取組み姿勢

として進むべき方向は「税の公平性を担保」すること

であり、平成 27 年度 4 月 1 日の税制改正でも、その

基準等が明確にされ、更に改めるべく環境整備も行わ
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れました。 

この改正された法令は、まず改正地方税法の眼目の一

つ目に〝納付困難者に対する適切な対応〟として納

付困難者が自ら実情を申し述べることのできる「換価

の猶予申請」が創設されており、この権利があること

を良く皆さんに周知するべきです。 

二つ目に〝早期の収納確保〟での具体的なネガテ

ィブ項目を述べれば、整理済の状況で納付誓約、  

いわゆる分納が突出していたり、整理未済の状況での

未着手、催告中や納付誓約による分納中という整理区

分が多く偏っていたら、これは問題であると言わざる

を得ず、本市にこの傾向があれば注意と改善が必要で

あります。 

収納は大変な労苦を伴う業務であることは理解し

ます。収納する際には、対象者に寄り添う事は当然行

うべきことですが、「税負担の公平性」のため、迅速

かつ事務的に、更に法令等に基づき適切かつ的確な処

理を行うべきだと考えます。まずは一つの通過点とし
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て、収納率の全国平均を目指され、ご努力をされてい

かれることを要望します。 
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＜ 財政健全性について ＞ 

次に 27 年度決算における、甲府市の財政健全化に

ついて伺います。 

まず財政を良くして行くための基本を「短絡的」に

考えてみると。自前の財源を多くして、貯金としての

各会計現金、各種基金の総額を幾ら年度末に残せるの

か？であり、これと並んで、地方債残高や、臨財債を

含め、将来に支払いを約束した額などの借金を、反対

にどれくらい少なくしていくか、だと考えます。 

そこで始めに、経常収支比率についてお尋ねします。

自治体のひも付きでない、収入に占める、自治体を 

存続している以上どうしても出て行ってしまう経費

の割合である、経常収支比率については、 

H25 年から見ると 2.0 ポイント悪化し、本年決算

での経常収支比率は前年度と同比率の 91.2％と、 

指標として８0％を超えると財政の硬直化が懸念さ

れ、本市では 2 年連続高い水準で推移して、此の財

政指標に於いても繰り返しますが、前段で述べさせて
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頂いた「歳出の負担に耐えられる財源確保」の政策位

置付けとして、「地方税等の自主財源の確保の促進政

策の実施」並び「事務事業などの計上経費の見直し施

策」の二つが、必要になるのではないかと考えます。 

そこで質問します、比率は前年度と同数値で留まっ

ているものの、財政の硬直化は進展しているものだと

考えられますが、この要因や当局の考える今後の策な

どについてお聞かせください。 
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○中村好伸 企画部長・答弁 

経常収支比率につきましては、人件費、扶助費、公

債費などの毎年度継続して支出された経常経費に充

当された一般財源に対し、どの程度の割合となってい

るかにより財政構造の弾力性を判断する者でありま

す。 

平成 26 年度決算に基づく地方財政白書によります

と、経常収支比率の市町村平均は 91.3％となってお

ります。こうした中、平成 27 年度決算における本市

の経常収支比率は、比率の算定において分子である経

常経費充当一般財源が、国民健康保険事業や介護保険

事業の操出金の増などにより分子全体が増加となっ

た一方、地方消費税交付金などの増により分母である

経常一般財源が増加となった結果、分母と分子の伸び

率が、ほぼ同程度であったたため、前年度と同数値の

91.2％となったところであります。 

今後におきましても、社会経済や行政需要の変化に

適切に対応していくためには、財政構造の弾力性を確
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保していく必要があることから、市税などの自主財源

の積極的な確保に努めるとともに、適正な定員計画の

推進による人件費の抑制、地方交付税措置のある有利

な市債の効果的な活用や競争原理による金融機関か

らの低利な資金調達による公債費の縮減など、引き続

き、効果的な財政運営を推進することで経常収支比率

の改善に努めてまいりたいと考えております。 
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○佐野弘仁 再質問 要望 

ありがとうございました。この経常収支比率は財政

構造の弾力性を判断出来、財政の健全性を計る国の 

ひとつの指標で、本市では、財政硬直化が見られます

が、先ほど当局ご答弁にありました通り「自主財源の

確保が必要」については大いに同感です。 

このことから、前段質問でも述べさせて頂いた 

「地方税等の自主財源の確保の促進政策の実施」並び

「事務事業などの計上経費の見直し施策」の二つが必

要であることは当局見解と一致するものと考えます。 

但し、人件費の抑制については、余り賛成出来かね

ます、市長が仰られている通り人材が重要であり職員

のモチベーションを下げることは避け、上げる方向に

向かうべきだと考えます。 
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＜ 将来負担比率について ＞ 

次の質問に移ります。本市財政状況を単純な形に

「見える化」して、全ての会計を連結して見る必要が

あるものだと考えます。 

年度末に残っている「貯金」としての各会計が有す

る現金、各種の基金総額は次年度以降の行政サービス

に充てることができる本市の余力であるものだと考

えられます。まずはこの貯金を示す指標を、本市一年

間の収入額と比べて、現金・基金がどの程度あるかを

比率化して表すことに拠り、年度毎比較も見易くでき、

他都市との比較も比率で有れば財政規模を合わせる

ことも無いので、比較確認も容易くなるものだと考え

ます。 

これは一般会計の実質収支と公営企業会計等の実

質収支と、充当可能基金を足したものを標準財政規模

で除すと「基金額を比率化した指標」とできます。 

これで算定した過去 4 年間の本市数値を見てみる

と、H24 年から 31.9％、34.4％、35.0％、本 H27 は
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35.8％と本市の貯金に当たる基金額の比率は国の 

算定指標では無いものの、確認すると改善がみられ、

当局のご努力を高く評価できるものだと考えます。 

次に、国の 4 つの財政指標を使って確認してみる

と、昨年度より変化点のあったのは、「借金」を見る

財政指標である、将来負担比率についてであります。 

先ほども坂本信康委員が質問されていますが、少し細

かい点ついて行いたいと思います。 

当該年度の収支状況や公債費負担の程度ではなく、

文字通り将来の負担の度合いを表すものですから、 

この比率が高い場合は、将来、実質公債費比率が増大

すること等により、財政運営上の問題が生じる可能性

も高くなるということに、特に留意する必要があるも

のだと考えています。 

本市の将来負担比率の状況は 25 年度が 65.0％、 

次年度 66.2％、本 27 年度は 68.3％と前年度より  

2.1 ポイント増で悪化の一途を辿っております。 

これは前段質問の中で述べさせて頂いた通りに、 
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新ごみ処理施設建設等に係る一部事務組合の負担金

が増額となったことによる要因に拠るものは大きい

と考えていますが、そうは言っても昨 H26 年度の 

市町村財政分析表を参考にしてみても、将来負担比率

の類似団体内平均値との比較では、甲府市の指標数値

は H23 年度から平均値を上回り始め、4 年間で平均

値より 21.1 ポイントも大きく上回った状況を見ると、

より根本的な対策が必要な時期に当たると考えます。 

今期の分析表はまだ出ておりませんが、更に数値は

悪い方向に傾いたことから、暫定的にでも一つの指標

の方向性として、やはり今期も同じく総務省指摘通り、

「交付税措置のある有利な地方債の活用をする」など

行い「一層の比率の改善に努めること」は必要であろ

うものだと考えます。 

また先ほどの「基金額を比率化した指標」を横軸に、

将来負担比率を縦軸のグラフに年度別にプロットし、

閾値を引いて確認してみると、基金は年毎に積んで 

いるものの、借金は増えている状態が「見える化」  
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できましたが、ここに於いても、もう少し現金・基金

があれば将来の負担比率を下げられるものだと見え

ます。 

そこで質問します。将来負担比率については、今後

の公共施設改修や更新も増加することを考えれば、 

現在も含め、（更に現金・基金を増やす手立て）今後

も適切な処置が執れる（借金を増やさない）政策が必

要だと考えますが、当局のお考えをお示しください。 
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○中村好伸 企画部長・答弁 

本市の平成 27 年度の将来負担比率は、678.3％と

なり、平成 29 年度稼働予定の新ごみ処理施設等の建

設に係る一部事務組合への負担見込額が増額になっ

たことなどにより、前年度と比較して 2.1 ポイント上

昇したところであります。 

将来負担額の約 56％を占める市債残高におきまし

ては、平成 27 年度末の残高が対前年度 16 億円余の

増額となっておりますが、これは後年度交付税処置の

増が主な要因であり、これを除いた残高では、1 億 4

千万余の現額となっております。 

一方、将来負担額に対し充当可能となる基金の残高

では、財政調整基金におきまして、前年度決算剰余金

のうち 5 億円を積立てたことから、対前年度 9 億 5

千万円余の増額となったところであります。 

今後におきましては、「公共施設等 総合管理計画」

に基づき、公共施設等の適正化に取り組むとともに、

改修、更新に当たっては、交付税措置のある有利な市
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債の活用や計画的な市債の発行により、市債残高の抑

制に努め、引き続き、行政改革を推進する中で、改革

的・効率的に基金を積立てるなど、健全な財政運営を

行ってまいります。 
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○佐野弘仁 再質問 要望 

ありがとうございました。今後は、暫定的でない、

恒常的な財源確保の対策として、甲府市総合戦略に位

置付けた「地域特性を活かした『稼ぐまち甲府』の創

出」に向け、より具体的な政策を推進して戴きたいと

考えます。 

路線価の低減防止には、今進められている中心市街

地活性化策を加速し、自主財源増収の要は市外からの

甲府転居者増を目指し、秩序ある都市開発を行い、 

法人税増収には本社機能を有する企業誘致に向けた

工業団地構想などの施策の選択と共に、集中して大き

く投資し、今のスパイラルの向きを税収増収に向けた

方向に転換させるべく、根本的な対策の大英断が必要

な時期に当たるものと考えます。今後の推進を大きく

進めて頂きますよう、要望したいと思います。 

最後になりますが我々議会も「稼ぐ」をコンセプト

に、議員の側からの政策提案で、歳入増に向けての市

政推進を行って参りたいと決意して、会派総括質問を
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閉じさせて頂きます。ご清聴ありがとうございました。 


